
　

第108回定時株主総会招集ご通知に際しての

　 インターネット開示事項

　

・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「個別注記表」

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および定款第14条の規定

に基づき、当社ホームページ（https://www.sumitomoseika.co.jp/）に掲載するこ

とにより株主各位に提供しております。

住友精化株式会社

　



連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 12社

連結子会社の名称 スミトモ セイカ ポリマーズ コリア カンパニー リミテッド、スミト

モ セイカ ヨーロッパ S.A./N.V.、スミトモ セイカ シンガポール プ

ライベート リミテッド、住精ケミカル㈱、住精科技（揚州）有限公司、

台湾住精科技（股）有限公司、住友精化（中国）投資有限公司、スミト

モ セイカ アジア パシフィック プライベート リミテッド、住精国際

貿易（上海）有限公司、セイカテクノサービス㈱、住精高分子技術（上

海）有限公司、スミトモ セイカ アメリカ インコーポレーテッド

2. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、住精科技（揚州）有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用している。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。

3. 会計方針に関する次に掲げる事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）

その他有価証券…………………時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ……………………時価法

③ た な 卸 資 産

仕 掛 品…………………個別法による原価法

その他のたな卸資産……………主として総平均法による原価法

(上記はいずれも貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの

方法により算定している)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産………………………

(リース資産を除く)

定額法

　主な耐用年数

　 建物及び構築物…………７～50年

　 機械装置及び運搬具……３～８年

② 無形固定資産………………………

(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいている。

③ リース資産…………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に負担すべき額を計上してい

る。

③ 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度に負担すべき額を計上している。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける見込額に基づき計上している。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっている。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてい

る。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により按分した額を費用処理することとしている。

・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上している。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用

している。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用している。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っている。

④ ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっているため有効性評価は省略している。

(7) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係る控除対象外消費税等

は発生連結会計年度の期間費用としている。
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(連結貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 92,503百万円

2. 有形固定資産の取得価額から控除されている国庫補助金による圧縮記帳額

446百万円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 13,972,970株

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2020年５月15日開催の取締役会決議による配当

株式の種類 普通株式

配当金の総額 689百万円

１株当たり配当額 50.00円

基準日 2020年３月31日

効力発生日 2020年６月９日

2020年11月４日開催の取締役会決議による配当

株式の種類 普通株式

配当金の総額 689百万円

１株当たり配当額 50.00円

基準日 2020年９月30日

効力発生日 2020年12月４日

3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当のうち、基準日が当連結会計年度中のものに関する事項

2021年５月13日開催の取締役会決議による配当

株式の種類 普通株式

配当金の原資 利益剰余金

配当金の総額 689百万円

１株当たり配当額 50.00円

基準日 2021年３月31日

効力発生日 2021年６月７日
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達している。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。また、投

資有価証券は、市場価格の変動リスクや発行体（取引先企業）の財務状況が悪化するリスクに晒されている

が、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し

ている。

営業債務である買掛金はすべて１年内の支払い期日である。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動

リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施している。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりである。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額

(1) 現金及び預金 25,657 25,657 －

(2) 受取手形及び売掛金 24,217 24,217 －

(3) 投資有価証券 1,500 1,500 －

(4) 買掛金 （10,841） （10,841） －

(5) 短期借入金 （9,696） （9,696） －

(6) 長期借入金(*2) （3,912） （3,970） (58）

(7) デリバティブ取引 － － －

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。

(*2) 長期借入金の連結貸借対照表計上額及び時価については、１年以内に返済予定の長期借入金を含めてい

る。

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。

(4) 買掛金及び（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(6) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっている。

(7) デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している（上記(6)参照）。
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(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額17百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含

めていない。

(１株当たり情報に関する注記）

１株当たり当期純利益 516円20銭

１株当たり純資産額 5,278円02銭

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 満期保有目的の債券…………… 償却原価法（定額法）

② 子会社株式及び関連会社株式… 移動平均法による原価法

③ その他有価証券………………… 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定している）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) デ リ バ テ ィ ブ ……………… 時価法

(3) たな卸資産

① 仕 掛 品…………………… 個別法による原価法

② その他のたな卸資産…………… 総平均法による原価法

(上記はいずれも貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの

方法により算定している)

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産………………………

(リース資産を除く)

定額法

　主な耐用年数

　 建 物 ８～50年

　 構 築 物 ７～50年

　 機械及び装置 ３～８年

(2) 無形固定資産………………………

(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいている。

(3) リース資産………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度に負担すべき額を計上している。

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度に負担すべき額を計上している。

(4) 退職給付引当金（前払年金費用）

・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

している。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりである。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準による。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
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年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額を費用処理することとしている。

・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異な

る。

(5) 債務保証損失引当金

　 債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上してい

る。

4. 収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用してい

る。

5. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用している。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っている。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっているため有効性評価は省略している。

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は

発生事業年度の期間費用としている。

(貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 69,744百万円

2. 有形固定資産の取得価額から控除されている国庫補助金による圧縮記帳額

446百万円

3. 下記会社の借入債務に対する債務保証額 百万円

スミトモ セイカ ヨーロッパ S.A./N.V. 3,886（29,960千ユーロ）

スミトモ セイカ ポリマーズ コリア

カンパニー リミテッド 3,912（40,000百万ウォン）

計 7,798

4. 関係会社に対する短期金銭債権 6,093百万円

関係会社に対する長期金銭債権 1,132百万円

関係会社に対する短期金銭債務 2,087百万円
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(損益計算書に関する注記）

関係会社に対する売上高 9,656百万円

関係会社からの仕入高 4,990百万円

関係会社との営業取引以外の取引高 123百万円

減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上した。

（単位：百万円）

場所 用途 種類 減損損失額

生産技術研究所

（姫路地区）
パイロットプラント

建物 161

構築物 45

機械及び装置 493

工具、器具及び備品 3

当社は、事業資産については管理会計上の区分に基づき、遊休資産等については個々の資産をひとつの単位

として、グルーピングを行っている。

当事業年度は、生産技術研究所（姫路地区）のパイロットプラントについて、事業環境の変化や事業開発計

画の変更等により、当面非稼働となることから、遊休資産としてグルーピングし、当該資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（7億3百万円）を減損損失として計上した。

回収可能価額は使用価値により測定しているが、将来キャッシュ・フローが見込めないため零としている。

(株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式数 普通株式 180,899株
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(税効果会計に関する注記）

繰延税金資産 百万円

退職給付信託設定額 658

退職給付引当金 451

減損損失 410

投資有価証券評価損 166

関係会社株式評価損 2,216

関係会社出資金評価損 550

債務保証損失引当金 440

賞与引当金 239

たな卸資産評価損 65

未払事業税 78

研究開発機器費用処理額 100

その他 357

繰延税金資産 小計 5,736

評価性引当額 △3,435

繰延税金資産 合計 2,301

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △410

前払年金費用 △221

その他有価証券評価差額金 △164

固定資産圧縮積立金 △15

繰延税金負債 合計 △813

繰延税金資産の純額 1,488

(関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

議決権等の
被所有割合

(％)
関連当事者との関係 取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

住友化学㈱
直接 30.4
間接 0.3

製品・原料等の購入
役員の兼任

製品・原料等の購入
(注１)

3,900 買掛金 1,663

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 価格その他の取引条件は、市場価格を参考に決定している。

(注２) 取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。
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2. 子会社等

属性
会社等
の名称

議決権等の
所有割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
スミトモ セイ
カ ヨーロッパ
S.A./N.V.

直接 100.0 債務保証 債務保証(注１) 5,324 － －

子会社
住友精化(中
国)投資有限

公司
直接 100.0 製品の販売 製品の販売(注２) 3,439 売掛金 870

子会社

スミトモ セ
イカ ポリマ
ーズ コリア
カンパニー
リミテッド

直接 90.0
間接 10.0

資金の貸付
債務保証

資金の貸付(注３)
債務保証(注４)

3,372
3,912

短期貸付金
－

3,372
－

子会社
住精科技(揚
州)有限公司

直接 100.0 資金の貸付
増資の引受(注５)
資金の貸付(注６)

600
－

－
長期貸付金

－
1,132

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) スミトモ セイカ ヨーロッパ S.A./N.V.の銀行借入（期限１年）につき、債務保証を行ったものであり、

市場金利を勘案して決定した債務保証料を受領している。また、1,438百万円の債務保証損失引当金を計

上しており、当事業年度において187百万円の債務保証損失引当金繰入額を計上している。

(注２) 価格その他の取引条件は、市場価格を参考に決定している。

(注３) スミトモ セイカ ポリマーズ コリア カンパニー リミテッドに対する貸付については、契約に基づき、

市場金利を勘案して決定している。

(注４) スミトモ セイカ ポリマーズ コリア カンパニー リミテッドの銀行借入（期限６年３ヵ月および１年）

につき、債務保証を行ったものであり、市場金利を勘案して決定した債務保証料を受領している。

(注５) 子会社が行った増資を引き受けたものである

(注６) 住精科技(揚州)有限公司に対する貸付については、契約に基づき、市場金利を勘案して決定している。ま

た、180百万円の貸倒引当金を計上しており、当事業年度において533百万円の貸倒引当金戻入額を計上し

ている。

(１株当たり情報に関する注記）

１株当たり当期純利益 269円62銭

１株当たり純資産額 4,106円51銭

(その他の注記）

関係会社出資金評価損

連結子会社である住精科技(揚州)有限公司の財政状態等を考慮して、その出資金につき評価損を特別損失とし

て計上した。

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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